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第１ 令和元年度普通会計決算の状況 

 

１．決算規模 
 

 

令和元年度の道内 179 市町村（35 市、129 町、15 村）の普通会計の決算額は、次のとお

りとなっている。 

 

歳入総額  3 兆 3,198 億 45 百万円（前年度 3 兆 2,379 億 20 百万円） 

歳出総額  3 兆 2,677 億 28 百万円（前年度 3 兆 1,867 億 49 百万円） 

 

前年度と比較すると、歳入総額は 819 億 25 百万円増（2.5％）、歳出総額は 809 億 79 百

万円増（2.5％）となっている（図表 1-1-1）。 

 

区分 令和元年度 平成 30 年度 増減額 増減率 
前年度              

増減率 

歳入総額 3 兆 3,198 億 45 百万円 3 兆 2,379 億 20 百万円 819 億 25 百万円 2.5% ▲ 1.6% 

歳出総額 3 兆 2,677 億 28 百万円 3 兆 1,867 億 49 百万円 809 億 79 百万円 2.5% ▲ 1.5% 

（注）各項目において端数処理をしているため、増減が一致しない場合がある。 

図表１-１-１ 決算規模 

 

 

 

 

図表１-１-２ 歳入・歳出決算額の推移 
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２．決算収支 
 

 

令和元年度の歳入歳出差引（形式収支）は、521 億 17 百万円の黒字となっている。 

形式収支から繰越明許費などの翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、前

年度に比べ 31 億 54 百万円増加（7.7％）し、441 億 34 百万円の黒字となっている（図表

1-2-1）。 

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、前年度に比べ  

49 億 41 百万円改善（256.9％）し、30 億 18 百万円の黒字となっている。 

また、単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整

基金の取崩額を差し引いた実質単年度収支は、前年度に比べ104億 68百万円改善（63.3％）

し、60 億 57 百万円の赤字となっている。 

なお、各市町村の実質収支は、全団体黒字となっている。 

（単位：百万円、％） 

区      分 

決   算   額 増 減 率 

令和元年度 平成 30年度 増 減 令和元年度 平成 30 年度 

歳 入 総 額 Ａ 3,319,845 3,237,846 81,999 2.5 ▲1.6 

歳 出 総 額 Ｂ 3,267,728 3,186,695 81,033 2.5 ▲1.5 

形 式 収 支 （Ａ－Ｂ） Ｃ 52,117 51,151 966 1.9 ▲4.3 

翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ 7,983 10,171 ▲2,188 ▲21.5 ▲3.6 

実 質 収 支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 44,134 40,980 3,154 7.7 ▲4.5 

Ｅ 

の 

内 

訳 

黒    字    額  44,134 40,980 3,154 7.7 ▲4.5 

 団   体   数  179 179 0 0 0.6 

赤    字    額  0 0 0 0 皆減 

 団   体   数  0 0 0 0 皆減 

単 年 度 収 支  3,018 ▲1,923 4,941 256.9 24.2 

実 質 単 年 度 収 支  ▲6,057 ▲16,525 10,468 63.3 31.4 

（注）各項目において端数処理をしているため、増減が一致しない場合がある。 

図表１-２-１ 決算収支の状況 
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３．歳入決算の状況 
 

 

令和元年度の歳入決算額の主な内訳は、次のとおりである。 

 

地 方 税  7,671 億 99 百万円（構成比 23.1％） 

地方交付税  8,163 億 44 百万円（構成比 24.6％） 

国庫支出金    5,461 億 34 百万円（構成比 16.4％） 

地 方 債  3,128 億 42 百万円（構成比  9.4％） 

 

地方税は、市町村民税が 3.1％増加したことなどにより、前年度に比べ 2.4％の増加とな

っている。 

地方交付税は、前年度に比べ 0.9％増加しており、7年ぶりに増加となっている。 

しかし、地方交付税の振り替えである臨時財政対策債（後年度に地方交付税で 100％補

填）は 17.8％減少しており、地方交付税と臨時財政対策債を合わせると、前年度に比べ 128

億 44 百万円の減少となっている。 

地方譲与税等は、地方消費税交付金などの減少により、3.1％の減少となっている。 

地方債は、緊急防災・減災事業債などが増加したものの、臨時財政対策債の減少により、

全体としては 1.4％の減少となっている。 

歳入決算額の状況、歳入決算額の構成比及びその推移は以下のとおりである。 
（単位：百万円、％） 

区   分 

令和元年度 
平成 30 年度 

比        較 

市 町 村 計 
増減額 

増減率 前年度増減率 

 構成比  構成比  構成比  構成比 市 町村 計 市 町村 計 

地 方 税 642,160 27.7 125,039 12.5 767,199 23.1 749,030 23.1 18,169 2.8 0.8 2.4 5.6 ▲0.1 4.6 

 

うち市町村民税 305,129 13.2 54,227 5.4 359,356 10.8 348,693 10.8 10,663 3.8 ▲0.8 3.1 13.0 1.1 11.0 

 
個 人 分 247,983 10.7 45,328 4.5 293,310 8.8 285,698 8.8 7,612 3.4 ▲1.2 2.7 16.0 0.9 13.3 

法 人 分 57,147 2.5 8,899 0.9 66,046 2.0 62,995 1.9 3,051 5.4 1.6 4.8 1.7 2.1 1.7 

うち固定資産税 238,189 10.3 57,384 5.7 295,573 8.9 289,196 8.9 6,377 2.2 2.2 2.2 0.0 ▲0.9 ▲0.2 

地 方 交 付 税 429,042 18.5 387,302 38.7 816,344 24.6 808,767 25.0 7,577 2.5 ▲0.7 0.9 ▲1.0 ▲0.5 ▲0.8 

地 方 譲 与 税 等 121,668 5.2 37,000 3.7 158,668 4.8 163,654 5.1 ▲4,986 ▲4.2 0.8 ▲3.1 ▲18.0 ▲0.2 ▲14.6 

小 計 1,192,870 51.4 549,342 54.9 1,742,212 52.5 1,721,451 53.2 20,761 1.9 ▲0.3 1.2 0.1 ▲0.4 0.0 

国 庫 支 出 金 462,324 19.9 83,810 8.4 546,134 16.4 509,623 16.4 36,511 5.7 16.1 7.2 ▲2.4 ▲11.9 ▲3.9 

道 支 出 金 145,278 6.3 80,255 8.0 225,534 6.8 205,170 6.3 20,364 11.0 8.1 9.9 1.4 ▲9.3 ▲2.7 

地 方 債 206,524 8.9 106,318 10.6 312,842 9.4 317,429 9.8 ▲4,587 ▲2.7 1.0 ▲1.4 ▲9.2 ▲11.4 ▲9.9 

 うち臨時財政対策債 78,153 3.4 16,204 1.6 94,357 2.8 114,778 3.5 ▲20,421 ▲16.5 ▲23.7 ▲17.8 0.4 ▲2.6 ▲0.2 

そ の 他 312,104 13.5 181,019 18.1 493,122 14.9 484,173 15.0 8,949 3.3 ▲0.5 1.8 0.1 5.7 2.2 

合 計 2,319,100 100.0 1,000,744 100.0 3,319,845 100.0 3,237,846 100.0 81,999 2.9 1.7 2.5 ▲1.3 ▲2.3 ▲1.6 

（注）１ 「地方譲与税等」には、「地方譲与税」のほか「利子割交付金」、「配当割交付金」、「株式等譲渡所得割交付金」、「分離課税所得割交付金」、「道民税所得割

臨時交付金」、「地方消費税交付金」、「ゴルフ場利用税交付金」、「自動車取得税交付金」、「軽油引取税交付金」、「地方特例交付金」を含んでいる。 

２ 「国庫支出金」には、「国有提供施設等所在市町村助成交付金」を含んでいる。 

３ 各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。 

図表１-３-１歳入決算額の状況 
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図表１-３-２ 歳入決算額の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１-３-３ 歳入決算額構成比の推移 
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４．歳出決算の状況 
 

 

(1) 目的別歳出の状況 

令和元年度の目的別歳出決算額の主な内訳は、次のとおりである。 

 

総務費   3,666 億 62 百万円（構成比 11.2％） 

民生費 1 兆 0,972 億 56 百万円（構成比 33.4％） 

土木費   3,905 億 14 百万円（構成比 11.9％） 

教育費   3,677 億 82 百万円（構成比 11.2％） 

公債費   3,363 億 88 百万円（構成比 10.2％） 

 

前年度と比較すると、総務費は 391 億 44 百万円の増加（12.0％）、民生費は 446 億 03 百

万円の増加（4.2％）、土木費は 115 億 56 百万円の減少（▲2.9％）、教育費は 62 億 79 百万

円の減少（▲1.7％）、公債費は 8億 48 百万円の増加（0.3％）となっている。 

目的別歳出決算額の状況は図表 1-4-1、目的別歳出決算額の構成比及びその推移は図表

1-4-2、図表 1-4-3 のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

区   分 

令和元年度 
平成３０年度 

比        較 

市 町 村 計 
増減額 

増減率 前年度増減率 

 構成比  構成比  構成比  構成比 市 町村 計 市 町村 計 

議 会 費 9,542 0.4 9,913 1.0 19,455 0.6 19,286 0.6 168 0.3 1.4 0.9 ▲1.5 ▲0.2 ▲0.8 

総 務 費 194,885 8.5 171,777 17.3 366,662 11.2 327,518 10.3 39,144 15.1 8.6 12.0 ▲0.2 0.2 0.0 

民 生 費 909,204 39.7 188,052 19.0 1,097,256 33.4 1,052,652 33.0 44,603 3.8 6.6 4.2 0.3 ▲2.3 ▲0.1 

衛 生 費 161,981 7.1 95,225 9.6 257,206 7.8 244,961 7.7 12,246 3.1 8.5 5.0 1.7 ▲3.1 ▲0.1 

労 働 費 3,697 0.2 913 0.1 4,606 0.1 4,685 0.1 ▲76 ▲1.7 ▲1.3 ▲ 1.6 0.3 ▲6.8 ▲1.2 

農林水産業費 40,044 1.7 108,449 10.9 148,493 4.5 136,754 4.3 11,739 19.0 5.2 8.6 ▲3.2 ▲13.1 ▲10.9 

商 工 費 121,161 5.3 38,649 3.9 159,809 4.9 165,327 5.2 ▲5,518 1.7 ▲16.4 ▲ 3.3 ▲5.1 15.1 ▲0.2 

土 木 費 275,530 12.0 114,984 11.6 390,514 11.9 402,070 12.6 ▲11,556 ▲ 4.3 0.8 ▲ 2.9 ▲2.3 ▲1.3 ▲2.0 

消 防 費 61,467 2.7 44,521 4.5 105,988 3.2 102,553 3.2 3,435 1.3 6.3 3.3 1.9 6.8 3.8 

教 育 費 274,031 12.0 93,751 9.5 367,782 11.2 374,061 11.7 ▲6,279 ▲1.1 ▲3.3 ▲1.7 ▲5.7 ▲10.4 ▲7.0 

災 害 復 旧 費 7,454 0.3 14,071 1.4 21,525 0.7 14,781 0.5 6,744 71.0 35.0 45.6 31.1 ▲16.1 ▲6.1 

公 債 費 224,914 9.8 111,474 11.2 336,388 10.2 335,539 10.5 848 ▲ 0.2 1.2 0.3 0.9 1.2 1.0 

そ の 他 8,207 0.4 85 0.0 8,292 0.3 6,507 0.2 1,785 29.6 ▲44.9 27.9 ▲8.5 118.3 ▲7.0 

合 計 2,292,115 100.0 991,863 100.0 3,283,978 100.0 386,695 100.0 97,284 2.8 3.8 3.1 ▲1.0 ▲2.7 ▲1.5 

（注）各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。 

図表１-４-１ 目的別歳出決算額の状況 
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図表１-４-２ 目的別歳出決算額の構成比 

 

 

 

 

図表１-４-３ 目的別歳出決算額構成比の推移 
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(2) 性質別歳出の状況 

令和元年度の性質別歳出決算額の内訳は、次のとおりである。 

 

義 務 的経 費  1 兆 4,984 億 92 百万円（構成比 45.9％） 

投 資 的経 費     4,450 億 37 百万円（構成比 13.6％） 

その他の経費  1 兆 3,241 億 99 百万円（構成比 40.5％） 

 

前年度と比較すると、義務的経費については、退職金の増加などにより人件費が 27 億

28 百万円増加(0.6％)、児童福祉費の増加などにより扶助費が 269 億 84 百万円増加

（4.0％）、財源対策債の減少により公債費が 7 億 14 百万円減少（▲0.2％）したことか

ら、289 億 98 百万円の増加（2.0％）となっている。 

投資的経費については、農林水産事業の係る補助事業費の増加などにより普通建設事業

費が 58 億 00 百万円増加（1.4％）、北海道胆振東部地震に係る災害復旧事業の増加により、

災害復旧事業費が 67 億 20 百万円増加（45.5％）したことから、125 億 11 百万円の増加

（2.9％）となっている。 

その他の経費については、物件費が 177 億 55 百万円増加（4.6％）、積立金が 99 億 86 百

万円増加（13.5％）、補助費等が 152 億 73 百万円増加（4.4％）、投資及び出資金、貸付金

が 33 億 07 百万円減少（▲2.5％）したことなどから、395 億 25 百万円の増加（3.1％）と

なっている。 

性質別歳出決算額の状況は図表 1-4-4、性質別歳出決算額の構成比及びその推移は図表

1-4-5、図表 1-4-6、性質別歳出構成比の推移は図表 1-4-7、普通建設事業に占める補助事

業と単独事業の割合の推移は図表 1-4-8 のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

区分 

令和元年度 
平成３０年度 

比較 

市 町村 計 
増減額 

増 減 率 前年度増減率 

  構成比   構成比   構成比   構成比 市 町村 計 市 町村 計 

義 務 的 経 費 1,187,127 51.8 311,365 31.9 1,498,492 45.9 1,469,494 46.1 28,998 2.3 0.8 2.0 1.0 0.5 0.9 

  人 件 費 328,716 14.3 133,925 13.7 462,641 14.2 459,913 14.4 2,728 0.3 1.4 0.6 0.1 0.2 0.1 

  扶 助 費 633,956 27.7 67,620 6.9 701,576 21.5 674,592 21.2 26,984 4.3 1.5 4.0 1.6 ▲0.3 1.4 

  公 債 費 224,455 9.8 109,820 11.3 334,275 10.2 334,989 10.5 ▲714 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.2 0.9 1.2 1.0 

投 資 的 経 費 252,084 11.0 192,953 19.8 445,037 13.6 432,526 13.6 12,511 1.2 5.3 2.9 ▲8.4 ▲15.7 ▲11.6 

  普通建設事業費 244,630 10.7 178,884 18.3 423,514 13.0 417,714 13.1 5,800 ▲0.1 3.5 1.4 ▲8.8 ▲15.7 ▲11.8 

   うち補助事業費 113,794 5.0 88,806 9.1 202,600 6.2 191,027 6.0 11,573 7.9 3.8 6.1 ▲15.2 ▲25.1 ▲19.9 

   うち単独事業費 130,836 5.7 90,078 9.2 220,914 6.8 226,688 7.1 ▲5,774 ▲6.1 3.2 ▲2.5 ▲3.4 ▲3.8 ▲3.6 

  災害復旧事業費 7,454 0.3 14,045 1.4 21,499 0.7 14,779 0.5 6,720 71.0 34.8 45.5 31.1 ▲16.1 ▲6.1 

  失業対策事業費 0 0.0 24 0.0 24 0.0 34 0.0 ▲10 皆減 ▲20.0 ▲29.4 ▲44.6 ▲32.3 ▲33.8 

そ の 他 経 費 852,904 37.2 471,294 48.3 1,324,199 40.5 1,284,674 40.3 39,525 3.9 1.6 3.1 ▲1.4 1.3 ▲0.5 

  物 件 費 255,755 11.2 152,193 15.6 407,947 12.5 390,192 12.2 17,755 5.9 2.3 4.6 2.8 3.5 3.1 

  維 持 補 修 費 62,083 2.7 23,648 2.4 85,731 2.6 92,647 2.9 ▲6,916 ▲8.1 ▲5.6 ▲7.5 ▲1.1 ▲2.8 ▲1.6 

  補 助 費 等 198,823 8.7 161,880 16.6 360,703 11.0 345,430 10.8 15,273 4.3 4.5 4.4 ▲5.0 ▲0.2 ▲2.9 

  投資、出資、貸付金 117,768 5.1 11,342 1.2 129,110 4.0 132,417 4.2 ▲3,307 ▲2.9 1.4 ▲2.5 ▲4.2 ▲0.9 ▲3.9 

  繰 出 金 179,597 7.8 77,043 7.9 256,640 7.9 249,885 7.8 6,755 4.0 ▲0.1 2.7 ▲0.1 ▲1.1 ▲0.4 

  積 立 金 38,880 1.7 45,188 4.6 84,067 2.6 74,081 2.3 9,986 43.4 ▲3.8 13.5 ▲7.8 6.2 0.6 

  前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 23 0.0 ▲23 - 皆減 皆減 - 皆増 皆増 

合 計 2,292,115 100.0 975,612 100.0 3,267,728 100.0 3,186,695 100.0 81,033 2.8 2.1 2.5 3.2 3.8 3.4 

（注）１ 「うち補助事業費」には、「補助事業費」、「国直轄事業負担金」、「受託事業費のうちの補助事業費」を含んでいる。  
   ２ 「うち単独事業費」には、「単独事業費」、「道営事業負担金」、「同級他団体施行事業負担金」、「受託事業費のうちの単独事業費」を含んでいる。  
   ３  各項目において端数調整しているため、合計と内訳は一致しないことがある。 

図表１-４-４ 性質別歳出決算額の状況 
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図表１-４-５ 性質別歳出決算額の構成比 

 

 

 

 
図表１-４-６ 性質別歳出決算額構成比の推移 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

町村

市

全道

全国

13.7 

14.3 

14.2 

16.7 

6.9 

27.7 

21.5 

23.3 

11.3 

9.8 

10.2 

9.3 

19.8 

11.0 

13.6 

14.5 

15.6 

11.2 

12.5 

13.8 

16.6 

8.7 

11.0 

7.4 

16.1 

17.4 

17.0 

15.0 

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他

14.5 14.6 14.2 13.4 13.1 13.1 12.5 14.2 14.4 14.2 

18.1 19.5 20.0 19.7 20.4 20.7 21.4 20.5 21.2 21.5 

13.3 12.7 12.6 11.8 11.4 11.0 10.6 10.2 10.5 10.2 

14.1 12.1 12.5 14.4 15.3 13.5 14.1 14.6 13.1 13.0 

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5 0.5 0.5 0.7 

39.8 40.9 40.6 40.6 39.7 41.6 40.9 40.0 40.3 40.5 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

％

年度

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 災害復旧事業費 その他



 

- 15 - 
 

図表１-４-７ 性質別歳出構成比の推移 

 

 

 

 

図表１-４-８ 普通建設事業に占める補助事業と単独事業の割合の推移 
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５．健全化判断比率 

 

(1) 実質赤字比率 

道内全ての団体で実質赤字比率は発生していない。 

 

(2)  連結実質赤字比率 

平成 27 年度以降、道内全ての団体で連結実質赤字比率は発生していない。 

 

(3) 実質公債費比率 

実質公債費比率が地方債の許可団体となる 18％以上の団体及び財政再生基準である

35％以上の団体については夕張市のみである。 

また、実質公債費比率の全道平均は、前年度に比べ 0.2 ポイント下降し、6.9％（加重

平均）となっている。 

実質公債費比率の段階別分布状況は図表 1-5-1 のとおりである。 

 

 
図表１-５-１ 実質公債費比率の段階別分布状況 
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(4) 将来負担比率 

令和元年度決算における道内市町村の将来負担比率の平均値は 43.5％（加重平均）とな

っており、前年度 48.4％に比べ 4.9 ポイント下降している。 

なお、早期健全化基準である 350％以上の団体は、夕張市のみである。 

将来負担比率の段階別分布状況は図表 1-5-2 のとおりである。 

 

 

図表１-５-２ 将来負担比率の段階別分布状況 
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６．経常収支比率 
 

 

令和元年度決算における道内市町村の経常収支比率の平均値は 92.5％（加重平均）であ

り、前年度の 92.3％と比べ 0.2 ポイント上昇しており、その主な要因は、扶助費の増加に

より、経常的経費に充当された一般財源総額が増加したことなどによる。 

また、平成 22 年度と比較した場合、5.0 ポイント上昇しており、依然として財政の硬直

性の高い状態が続いている。 

なお、95％以上の団体数は、31 団体（全市町村の 17.3％）となっており、前年度に比べ

2団体増加している。 

経常収支比率の状況は図表 1-6-1、経常収支比率の段階別分布状況は図表 1-6-2 のとお

りである。 

（単位：％） 

区 分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

全 道 市 町 村 87.5 88.9 88.2 87.3 89.5 87.9 90.3 91.1 92.3 92.5 

 

うち人件費 22.6 22.8 21.9 21.2 21.4 21.0 21.1 23.5 23.6 23.5 

うち扶助費 9.6 9.8 10.3 10.3 10.8 10.5 11.1 11.0 11.5 11.9 

うち公債費 21.2 20.5 19.9 19.3 19.2 18.3 18.5 17.8 18.1 17.9 

全 国 市 町 村 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8 93.0 93.6 

（注）加重平均である。 

図表１-６-１ 経常収支比率の状況 

 

 

 

 

図表１-６-２ 経常収支比率の段階別分布状況 
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７．地方債現在高 
 

 

令和元年度末の地方債現在高は、3 兆 5,166 億 76 百万円となっており、前年度に比べ 

18 億 78 百万円増加（0.1％）している。 

地方債現在高の状況は図表 1-7-1、地方債現在高の推移は、図表 1-7-2 のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

年   度 年度末現在高 
比       較 

増  減  額 増  減  率 

令和元年度 3,516,176 1,877 0.1 

平成 30 年度 3,514,775 8,804  0.3 

平成 29 年度 3,505,971 51,127 1.5 

平成 28 年度 3,454,844 45,014 1.3 

平成 27 年度 3,409,830 26,777 0.8 

平成 26 年度 3,383,053 58,671 1.8 

平成 25 年度 3,324,382 21,556 0.7 

平成 24 年度 3,302,826 ▲20,764 ▲0.6 

平成 23 年度 3,323,590 ▲37,537 ▲1.1 

平成 22 年度 3,361,127 ▲46,333 ▲1.4 

（注）各項目において端数処理をしているため、増減が一致しない場合がある。 

図表１-７-１ 地方債現在高の状況 

 

 

図表１-７-２ 地方債現在高の推移 
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８．積立金現在高 
 

  

令和元年度末の積立金現在高は、6,999 億 31 百万円となっており、前年度に比べ 81 億

50 百万円増加（1.2％）している。 

その内訳は、年度間の財源調整を行うために積み立てる財政調整基金が 35 億 17 百万円

の減少（▲1.6％）、将来の地方債の償還費に充てるために積み立てる減債基金が 37 億 87

百万円の減少（▲3.9％）、将来の特定の財政需要に備えて計画的に積み立てるその他特定

目的基金が 154 億 53 百万円の増加（4.1％）となっている。 

 積立金現在高の状況は図表 1-8-1、積立金現在高の推移は図表 1-8-2 のとおりである。 

（単位：百万円、％） 

区  分 
令和元年度 平成 30年度 年度末現在高 積立額 

年度末現在高 積立額 年度末現在高 積立額 増減額 増減率 増減額 増減率 

財政調整基金 215,140 19,731 218,657 20,119 ▲3,517 ▲1.6 ▲388 ▲1.9 

減 債 基 金 93,869 8,008 97,656 8,313 ▲3,787 ▲3.9 ▲305 ▲3.7 

その他特定目的基金 390,921 64,815 375,468 54,465 15,453 4.1 10,350 19.0 

合 計 699,931 92,554 691,782 82,897 8,150 1.2 9,657 11.6 

（注）各項目において端数処理をしているため、増減が一致しない場合がある。 

図表１-８-１ 積立金現在高の状況 

 

 

 

 

図表１-８-２ 積立金現在高の推移 

1,575 1,816 2,061 2,219 2,278 2,459 2,408 2,270 2,187 2,151 

784 
836 

888 949 956 
1,005 1,000 1,000 977 939 

2,716 
2,776 

2,945 
3,306 3,261 

3,453 3,573 3,693 3,755 3,909 
5,075 

5,428 
5,893 

6,474 6,495 
6,917 6,981 6,963 6,918 6,999 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

億円

年度

財政調整基金 減債基金 その他特目基金


